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1. 業績目標の達成

2. 事業領域の強化・拡大

3. スパイラルアップの現在地

Ⅰ

中期経営計画（2015～2017）の成果

中期経営計画（2015～2017）の成果Ⅰ
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1.業績目標の達成

単体建設事業の再生・強化による業績水準の向上
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（億円） ■単体経常利益 ■連結経常利益

1,238億円

1,162億円

1,462億円

1,797億円

[1991年度実績]

[2017年度実績]

連結経常利益

連結経常利益

単体経常利益

単体経常利益

（年度）



中期経営計画（2015～2017）の成果Ⅰ
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グループの強みを活かす事業領域を計画的に強化・拡大

戦略的資産の取得
（竹芝・浜松町・羽田・銀座・みなとみらい・九段など）

国内開発事業

新市場への展開、既存市場の領域拡大
（オーストラリア、ベトナム、ミャンマーなど）

海外事業

海外プロジェクト強化
Ｏ＆Ｍ事業の展開

エンジニアリンクﾞ
事業

（シンガポールＩＦＥ社買収など）

（グループ会社との協業）

機能補完会社の設立
ＢＩＭ新会社設立と専業会社の買収

建設関連事業
（鹿島フィット、クリマ・ワークス）

2.事業領域の強化・拡大

3

中期経営計画（2015～2017）の成果Ⅰ
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3.スパイラルアップの現在地

ＥＳＧの観点を踏まえ

将来収益分野への経営資源投入を推進中

当社グループ
利益水準の底上げ

さらなる成長へ
の投資

先駆的な価値ある
建設・サービスの提供

当社単体建設事業
利益の回復

既存・周辺事業を
融合させた

ビジネスの進化

将来収益分野への
経営資源投入

4

企業価値
の向上
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今後の経営環境見通しと対応方針

1. 経営環境の見通し

2. 中長期的な経営環境の変化と経営課題

3. 非連続な経営環境への対応

Ⅱ

今後の経営環境見通しと対応方針Ⅱ
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2020年度までは

2021年度以降は

非連続な
経営環境へ

急激な市場縮小はないものの
 施工量増加
 建設コスト上昇懸念
 競争案件増加

1.経営環境の見通し

6



今後の経営環境見通しと対応方針Ⅱ
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2.中長期的な経営環境の変化と経営課題

人的資源の質・量の変化

建設投資減少
投資の質の変化

経済隆盛地域の変遷

既存のビジネス環境や
ルールの変化

要求水準の
高度化･多様化

個人の能力向上と
組織マネジメント強化による実行力の向上

高齢化・人口減少時代における
効果的な社会基盤整備・維持管理手法の確立

グループでのさらなるグローバル展開

コアコンピタンスの強化と
新たなビジネスモデルの探求･確立

新たな社会・顧客ニーズに即した
先進的な価値の提案

地球規模の諸課題（減災・環境・エネルギー等）
解決のための技術開発・知見蓄積

予測される主な経営環境の変化 中長期的な経営課題
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今後の経営環境見通しと対応方針Ⅱ
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収益源の
多様化

新たなニーズ
への対応

技術革新の
影響注視

経営基盤の
整備

 Ｒ＆Ｄ推進
 社会・顧客との

パートナーシップ構築

 開発事業
 海外事業
 施工の上流・下流
 運営管理

 オープンイノベーション
 中長期的なビジネス

モデルの追求

 グループ経営体制構築
 リスク管理強化
 人材確保・人材開発

3.非連続な経営環境への対応

中期経営計画の施策として積極的に取り組む

8
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中期経営計画の概要

1. テーマと重点項目

2. 基本方針

3. 計画の時間軸

4. 次世代建設生産システムの構築

Ⅲ

中期経営計画の概要Ⅲ
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持続可能な生産現場の
確立を目指した

[重点項目]

自社と顧客の
事業活動を対象とした

積極的投資や
事業領域拡大を下支えする

1. テーマと重点項目

短期的な経営課題に対応して安定した利益を確保しつつ

中長期的な経営課題を見据えた施策を積極的に実施

10

環境･エネルギー課題
への取り組み推進

生産性向上と
就労環境改善

リスク管理体制強化、
人材の確保･育成

[テーマ]

E S G



中期経営計画の概要Ⅲ
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次世代建設生産システムの構築1

成長に向けたグループ経営基盤の確立

社会・顧客にとって
価値ある建設・サービスの提供2

3

2.基本方針

11

中期経営計画の概要Ⅲ
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3.計画の時間軸

12



中期経営計画の概要Ⅲ
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持続可能な生産現場の確立

 Ｒ＆Ｄの推進

 業務の効率化

就労環境の改善

賃金の維持･向上

生産性向上働き方改革

4.次世代建設生産システムの構築

13
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事業戦略と主要施策

1. 事業戦略

2. 主要施策

Ⅳ



事業戦略と主要施策Ⅳ
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1.事業戦略

生産性向上と魅力ある労働環境の整備国内建設事業

有望市場・分野への取り組み強化国内・海外
建設事業

周辺ビジネス
上流・下流事業の取り組み推進と
収益源の多様化

開発事業の収益力強化
国内・海外開
発事業

社会課題への取り組み強化全事業共通
環境・エネルギー・防災減災等

15

①

②

③

④

⑤

事業戦略と主要施策Ⅳ
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機能補完子会社
の本格稼働

協力会社・外部
企業との連携

採用の多様化

機動的な人員
配置

労務需給予測の
精度向上と対処

業務フローの
見直し

標準化の推進

 ITツールの活用

データ収集と
活用徹底

2.主要施策：①国内建設事業

生産性向上と生産能力の増強に向けた
取り組みを加速

16

Ｒ＆Ｄの

戦略的推進

業務量削減
・効率化

グループ内外
との連携強化

人材確保



事業戦略と主要施策Ⅳ
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次世代の担い手確保に繋がる
魅力ある労働環境の整備

生産現場の働き方改革

2.主要施策：①国内建設事業

協力会社の支援策

 休日の確保
（原則4週8閉所、年104閉所の実現）

 技能労働者の賃金水準の維持・向上

 建設キャリアアップシステムの推進

 就労環境の整備（現場設備改善、快適

な安全装備、周辺美化）

 採用活動や処遇改善への協力

 教育訓練の実施

 多能工育成

 後継者育成を目的とした出向者受入れ

 支払いの早期化（原資500億円）
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事業戦略と主要施策Ⅳ
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2.主要施策：②国内・海外建設事業

有望市場・分野に対する取り組み体制強化

強みを活かせる市場への

取り組み強化

 高度な技術･ノウハウが必要な

市場･分野

 大型複合開発

 先端研究所

 エネルギー関連

 ＢＣＰ関連

 総合力を活かせる市場・分野

 複数事業者による大規模プロジェクト

 インフラ維持更新、リニューアル

 ＰＲＥ/ＣＲＥ

 ＰＰＰ/ＰＦＩ

海外建設事業の

基盤強化と体制整備

 現地法人間の連携と建設・開発の協働

 地元ゼネコンとの提携、Ｍ＆Ａ

 新市場、新分野の開拓と
収益源の多様化

 先進技術の海外展開

 多様化するリスクに対応する

体制構築と人材育成

18



事業戦略と主要施策Ⅳ
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2.主要施策：③周辺ビジネス

上流・下流事業の一貫体制の構築

19

企画・開発

エンジニアリング
・設計

施工

運営・管理

維持・修繕

事業戦略と主要施策Ⅳ
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強みを持つ開発事業のさらなる展開
世界各地において不動産投資4,000億円 売却による回収1,750億円

売却

投資

（単位：億円）

2.主要施策：④国内・海外開発事業

20
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事業戦略と主要施策Ⅳ
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国内開発事業

企画提案力、技術力を活かした優良事業の創出

2.主要施策：④国内・海外開発事業

21

浜松町二丁目A街区南館
（国家戦略プロジェクト認定）

みなとみらい21地区58街区

九段会館

羽田空港跡地第1ゾーン

事業戦略と主要施策Ⅳ
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海外開発事業

市場の特性に合わせた事業を展開

2.主要施策：④国内・海外開発事業

22

欧州・大洋州アジア北米

英国ＰＦＩ事業ヤンキン地区複合開発
（ミャンマー・ヤンゴン市内）

流通倉庫開発
（コアファイブ社）

分譲住宅開発
（オーストラリア）

ウッドレイ分譲住宅・商業開発
（シンガポール）

賃貸集合住宅開発
（フラワノイ社）



事業戦略と主要施策Ⅳ
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環境・エネルギーに関する長期的な取り組みを強化

2030年目標

13年度比▲30％以上

 優位技術を活用し顧客の環境・
エネルギー課題解決に積極的
に取り組む

 外部の知見を取り入れ、
技術の進化・発展を図る

2.主要施策：⑤全事業共通

23

当社環境ビジョン

「トリプルZero2050」における「ターゲット2030」

の達成に向け

現場におけるCO2排出量削減の

具体的な取り組み加速
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経営基盤

1. Ｒ＆Ｄの戦略的推進

2. グループ経営に対応する経営基盤整備

Ⅴ



経営基盤Ⅴ
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先駆的Ｒ＆Ｄ

大規模都市開発

維持管理・LCE

環境・エネルギー

防災/減災・BCP

高性能化・高付加価値化

人材＋資金

＋外部リソース

最重要テーマへの重点
投資

グループ内連携の促進

斬新な技術・アイデア
の探索と導入

社外リソースの活用

人と機械の協働

機械・ロボット・ＩCＴ活用に
よる省人化・自動化

BIM・CIM活用による技術
開発推進

社会課題と顧客ニーズに

応える

研究開発の基盤強化生産性の飛躍的向上

1.Ｒ＆Ｄの戦略的推進

25

［スマート生産、現場の工場化］

経営基盤Ⅴ
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リスク管理体制

の拡充

コンプライアンス強化の
ための組織改編、機能
強化

海外事業拡大に対応し

た海外リスク管理機能

の強化

国内建設業中心の

経営体制の見直し

グループ横断的な事業
推進体制の構築

事業を跨ぐプロジェクトや
新領域への対応

グループ全体の適正な

経営資源配分

人材開発の強化・

多様な人材の確保

個別のキャリアやニーズに
合った教育と配置

グループ内人事交流
の拡充

多様な人材の多様な

働き方をサポートする

制度の充実

2.グループ経営に対応する経営基盤整備

26
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経営数値目標

1. 年度別経営目標

2. 事業別利益

3. 投資計画

4. 株主還元

Ⅵ

経営数値目標Ⅵ
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 2018～2020年度目標 連結当期純利益 800億円以上
ROE 10％以上（株主資本コストを上回るROEを継続）

 中長期目標 連結当期純利益1,000億円以上

2018年度 2020年度 中長期

連結 単体 連結 単体 連結

売上高 20,000億円 12,500億円 21,500億円 13,400億円 25,000億円程度

当期純利益※ 820億円 660億円 800億円以上 600億円 1,000億円以上

有利子負債 3,400億円 - 4,000億円以下 - -

・・・

1.年度別経営目標

28

・・・

※連結の「当期純利益」は「親会社株主に帰属する当期純利益」



経営数値目標Ⅵ
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（億円）

1,000

500

0
2018年度 2020年度 中長期

国内建設事業

国内開発事業
国内関係会社

海外関係会社

連結当期純利益

国内建設事業以外のシェア

820億円 800億円以上 1,000億円以上

28.3％ 37.5％ 50.0％

2.事業別利益

29

国内建設事業 国内建設事業

国内開発事業
国内関係会社

海外関係会社
国内開発事業

国内関係会社

海外関係会社

経営数値目標Ⅵ
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3年間で5,000億円の投資

Ｒ＆Ｄ投資

4,000億円

500億円
国内1,600億円程度

海外2,400億円程度

強みを持つ国内・海外開発事業への重点投資
資本コストを意識した投資効率測定とリスク管理を徹底

国内・海外開発事業

（ＮＥＴ 2,250億円）

競争力強化・
持続的成長投資

(国内外Ｍ＆Ａ、人材関連 等)

500億円

3.投資計画

30



経営数値目標Ⅵ
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2012 2013 2014

（円）

[年間配当額推移]

4.株主還元

連結自己資本を確保しつつ、
配当性向20～30％の範囲を目安に安定的な配当に努める

31

24

2010 2011 2015 2016 2017 2018 2019 2020

30

（年度）

24
（予想）

※ 2018年10月1日を効力発生日として当社株式２株につき１株の割合で株式併合を実施予定

※ 上記は株式併合の影響を考慮しない場合の１株当たり年間配当金を記載


